
㈱ジュピターテレコム

単位：億円（億円未満四捨五入）

増減額 増減率

利用料収入内訳 金額 前年同期比 増減率

営業収益： ケーブルテレビ 324 24 8%
高速インターネット 176 14 9%

利用料収入 605 557 48 9% 電話 106 10 11%

その他 110 80 30 38%

営業収益計 715 637 78 12% 2,950 24%

営業費用：

番組・その他営業費用 275 258 17 7%

販売費及び一般管理費 142 123 19 16%

減価償却費 165 153 11 7%

営業利益 134 103 31 30% 500 27%

その他収益(費用)：

支払利息－純額 10 10 △ 0 △ 1%

持分法投資利益 2 0 2 409%

その他の収益－純額 △ 0 2 △ 3 ―

税金等控除前利益 125 95 30 32%

少数株主利益 5 5 1 16%

税引前四半期（当期）純利益 120 91 29 32% 450 27%

法人税等及びその他 53 36 18 49%

四半期（当期）純利益 67 55 12 21% 270 25%

OCF *1 299 257 42 16%

同マージン 41.8% 40.3% 1.4%

増減額 増減率

総　　資　　産 6,813 6,804 9 79 107 △ 28 △ 26%

株　主　資　本 3,367 3,300 67 41 46 △ 5 △ 12%

株主資本比率 49% 49% 1% 119 153 △ 34 △ 22%

 有利子負債 (Gross) 2,191 2,230 △ 39

 有利子負債 (現預金Net) 1,977 2,001 △ 24

D/E Ratio (Net) 0.59 0.61 △ 0.02

キャッシュ・フロー
当第1四半期
（08/1-3）

前年同期
（07/1-3）

営業活動によるｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ 180 218

投資活動によるｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ △ 108 △ 107

ﾌﾘｰ･ｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ 61 65

財務活動によるｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ △ 87 △ 64

ｷｬｯｼｭの増減 △ 15 46

(注)　増減額及び率は財務諸表に基づく実績値をベースに算出しております。

新規連結子会社はジュピタービジュアルコミュニケーションズ、ジュピターＴＶ、京都ケーブルコミュニ
ケーションズを指します。

資本的支出

ｷｬﾋﾟﾀﾙﾘｰｽ

計

営業活動によるキャッシュフロー（180億円）からキャ
ピタルリースを含む設備投資額（119億円）を控除し
た額

前期末
（07年12月末）

借入金の純減及びキャピタルリースの元本支払（94
億円）　等

当四半期純利益67億円、減価償却費165億円、買掛
金の減少△54億円　等

資本的支出 79億円, 買収による支出28億円 等

2008年4月30日

前年同期
（07/1-3）

当第1四半期実績の概要

増減額（率）

*1: OCF＝（営業収益）－（番組・その他営業費用）－（販売費および一般管理費）+（株式報酬費用）

人件費、電話サービス利用料増加に伴うネットワーク費用及びメンテナンス費用の増加。
新規連結子会社にかかる費用増等（+12）

新規連結子会社にかかる費用増（+13）及び人件費等の増加

経営成績
2008年12月期
通期予想

進捗率(%)
前年同期比当第1四半期

（08/1-3）
前年同期
（07/1-3）

財政状態 
当第1四半期
(08年3月末)

うち新規連結子会社にかかる増加額（+3）

新規連結子会社にかかる増加額(+30)

新規連結子会社にかかる増加額(+33)

新規顧客への設置にかかる固定資産の増加。
新規連結子会社にかかる減価償却費増（+2）　等

設備投資
当第1四半期
（08/1-3）

前年同期比

　　2008年12月期 第1四半期　連結業績ハイライト　（1/2）

当第1四半期実績の概要

（将来情報に関するご注意）
当社の将来情報に関する記載は、現時点で入手可能な情報に基づき作成したものであり、様々な不確定要素が内在しておりますので、実際の業績は予想と異なる可能性があり、当社はこれらの業績予想の達成を保証するもので
はございません。
したがって、これらの情報に全面的に依拠されることは控えられ、また、当社がこれらの情報を逐次改訂する義務を負うものではないことをご認識いただくようお願い申し上げます。



2008年4月30日

㈱ジュピターテレコム

連結子会社

ケーブルテレビ会社 19 20 △ 1 (a)

その他 12 12 0

計 31 32 △ 1 ①

持分法適用関連会社

ケーブルテレビ会社 2 3 △ 1 (b)

その他 8 8 0

計 10 11 △ 1 ②

連結グループ　(①＋②) 41 43 △ 2

ケーブルテレビ会社合計　((a)＋(b)） 21 23 △ 2

連結運営会社

加入世帯数 加入世帯数

ケーブルテレビ 2,224,300 2,113,700 110,600 　　　ケーブルテレビ 20,300

　　うちデジタル 1,563,500 1,165,700 397,800 　　　　うちデジタル 12,000

高速インターネット接続 1,242,200 1,122,400 119,800 　　　高速インターネット接続 9,900

固定電話 1,356,000 1,162,900 193,100 　RGU合計 30,200

RGU合計 4,822,500 4,399,000 423,500 総加入世帯数 25,400

総加入世帯数 2,714,700 2,532,600 182,100 ホームパス世帯数 303,000

ホームパス世帯数 9,874,200 9,248,500 625,700

バンドル率 1.78 1.74 0.04 加入世帯数
(加入世帯当たりサービス数) 　　　ケーブルテレビ 7,400

トリプルプレー率 *2 25.1% ― ― 　　　　うちデジタル 0

（3サービス加入世帯の比率） 　　　高速インターネット接続 1,700

ARPU *3 ¥7,733 ¥7,638 ¥95 　RGU合計 9,100

(加入世帯当たり月次収益) *4 *5 総加入世帯数 7,400

平均月次解約率  *6 ホームパス世帯数 60,300

ケーブルテレビ 1.1% 1.2% △ 0.1%
高速インターネット接続 1.5% 1.6% △ 0.1%
固定電話 0.8% 0.8% 0.0%

＜参考データ＞

全運営会社

加入世帯数

ケーブルテレビ 2,310,200 2,199,700 110,500
　　うちデジタル 1,619,000 1,206,800 412,200
高速インターネット接続 1,285,000 1,162,900 122,100
固定電話 1,414,900 1,217,700 197,200

RGU合計 5,010,100 4,580,300 429,800

総加入世帯数 2,827,500 2,642,200 185,300

ホームパス世帯数 10,412,700 9,781,800 630,900

バンドル率 1.77 1.73 0.04
(加入世帯当たりサービス数)

トリプルプレー率 *2 24.9% ― ― 
（3サービス加入世帯の比率）

ARPU *3 ¥7,715 ¥7,626 ¥89
(加入世帯当たり月次収益) *4 *5

平均月次解約率  *6

ケーブルテレビ 1.1% 1.2% △ 0.1%
高速インターネット接続 1.5% 1.6% △ 0.1%
固定電話 0.8% 0.8% 0.0%

*2: 前年同期末のトリプルプレー率は、当四半期末と同じベースでのデータを算出することができないため、数値を掲載しておりません。

*3: ARPUは、対象期間の連結運営会社の平均月次営業収益（設置料金収入、電波障害対策収入、その他収入を除く）をその期間の加重平均した月次総加入世帯数で除すことで計算されます。

*4: 2008年１月-3月の平均月次収益

*5: 2007年１月-3月の平均月次収益

*6: 平均月次解約率＝当該期間中の解約数÷当該期間中の加重平均世帯数÷当該期間の月数

増減 補足説明

当第1四半期末
（08/1-3）

前年同期末
（07/1-3）オペレーションの状況

グループの状況 当第1四半期
（08/1-3）

前期末
（07年12月末）

増減
京都ケーブルコミュニケーションズ *7　 当第1四半期末

＜参考データ＞

*7:

旧 神戸ケーブルビジョン*7     　    　　       当第1四半期末

増減オペレーションの状況 当第1四半期
（08/1-3）

前年同期
（07/1-3）

第1四半期中、新たに連結対象となった運営会社・事業で、オペレーションの状況の「連結運営会社」及び「全運営会社」に含まれています。加入世帯数およびRGUは算出方法が当社と異なるため、今後システムの統合により当社
の算出方法が適用された場合、変動する可能性があります。なお、神戸ケーブルビジョンについては、現在は当社の連結子会社である株式会社ケーブルネット神戸芦屋に統合され、その一部となっています。

　2008年12月期 第1四半期　連結業績ハイライト　（2/2）

ジェイコム関西と北摂ケーブルネット、ケーブルウエストが合併しジェイコムウエストとな
る(△2)
京都ケーブルコミュニケーションズを連結子会社化(+1)

京都ケーブルコミュニケーションズを連結子会社化(△1)


